
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

　固定資産          91,505,073 　固定負債          40,748,239

　　有形固定資産          82,048,646 　　地方債等          28,066,412

　　　事業用資産          27,941,547 　　長期未払金                  －

　　　　土地          13,861,649 　　退職手当引当金           2,823,714

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                  65

　　　　建物          44,722,339 　　その他           9,858,048

　　　　建物減価償却累計額        △31,815,112 　流動負債           3,531,713

　　　　工作物           1,934,664 　　1年内償還予定地方債等           3,036,882

　　　　工作物減価償却累計額           △771,493 　　未払金             165,743

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金             275,261

　　　　航空機                  － 　　預り金              53,826

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他                  －

　　　　その他                  － 負債合計          44,279,952

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】

　　　　建設仮勘定               9,500 　固定資産等形成分          95,822,698

　　　インフラ資産          52,839,582 　余剰分（不足分）        △40,147,930

　　　　土地           3,740,340 　他団体出資等分                  －

　　　　建物             957,599

　　　　建物減価償却累計額           △425,573

　　　　工作物          96,516,872

　　　　工作物減価償却累計額        △48,371,386

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定             421,730

　　　物品           3,746,093

　　　物品減価償却累計額         △2,478,576

　　無形固定資産           1,325,758

　　　ソフトウェア             105,773

　　　その他           1,219,985

　　投資その他の資産           8,130,670

　　　投資及び出資金             104,469

　　　　有価証券              25,209

　　　　出資金              79,260

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金             △3,000

　　　長期延滞債権             251,317

　　　長期貸付金                 600

　　　基金           7,793,638

　　　　減債基金                  －

　　　　その他           7,793,638

　　　その他                 360

　　　徴収不能引当金            △16,715

　流動資産           8,449,647

　　現金預金           3,889,123

　　未収金             247,999

　　短期貸付金                  －

　　基金           4,317,625

　　　財政調整基金           3,363,179

　　　減債基金             954,446

　　棚卸資産               2,638

　　その他                  －

　　徴収不能引当金             △7,738

　繰延資産                  － 純資産合計          55,674,768

資産合計          99,954,720 負債及び純資産合計          99,954,720

全体

全体貸借対照表
（令和6年03月31日 現在）



全体

（単位：千円）

科目 金額

経常費用                     27,867,225

　業務費用                     13,625,761

　　人件費                      3,379,052

　　　職員給与費                      2,946,796

　　　賞与等引当金繰入額                        275,261

　　　退職手当引当金繰入額                             －

　　　その他                        156,994

　　物件費等                      9,677,549

　　　物件費                      6,220,827

　　　維持補修費                        197,876

　　　減価償却費                      3,258,845

　　　その他                             －

　　その他の業務費用                        569,161

　　　支払利息                        233,369

　　　徴収不能引当金繰入額                         22,378

　　　その他                        313,414

　移転費用                     14,241,464

　　補助金等                     10,999,368

　　社会保障給付                      3,226,775

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                         15,321

経常収益                      1,726,011

　使用料及び手数料                      1,211,594

　その他                        514,417

純経常行政コスト                     26,141,214

臨時損失                        377,535

　災害復旧事業費                          5,120

　資産除売却損                             －

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                        372,415

臨時利益                          1,780

　資産売却益                          1,749

　その他                             31

純行政コスト                     26,516,968

全体行政コスト計算書
自 令和5年04月01日

至 令和6年03月31日



（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 53,859,642 96,851,288 △42,991,647 －

　純行政コスト（△） △26,516,968 △26,516,968 －

　財源 28,297,261 28,297,261 －

　　税収等 19,660,512 19,660,512 －

　　国県等補助金 8,636,748 8,636,748 －

　本年度差額 1,780,292 1,780,292 －

　固定資産等の変動（内部変動） △889,546 889,546 －

　　有形固定資産等の増加 1,785,863 △1,785,863 －

　　有形固定資産等の減少 △3,351,787 3,351,787 －

　　貸付金・基金等の増加 4,561,176 △4,561,176 －

　　貸付金・基金等の減少 △3,884,798 3,884,798 －

　資産評価差額 － －

　無償所管換等 37,404 37,404

　他団体出資等分の増加 － －

　他団体出資等分の減少 － －

　その他 △2,570 △176,448 173,879

　本年度純資産変動額 1,815,127 △1,028,590 2,843,717 －

本年度末純資産残高 55,674,768 95,822,698 △40,147,930 －

全体

全体純資産変動計算書
自 令和5年04月01日

至 令和6年03月31日

科目 合計



全体

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】

　業務支出                     24,369,904

　　業務費用支出                     10,128,441

　　　人件費支出                      3,342,099

　　　物件費等支出                      6,244,324

　　　支払利息支出                        233,369

　　　その他の支出                        308,649

　　移転費用支出                     14,241,464

　　　補助金等支出                     10,999,368

　　　社会保障給付支出                      3,226,775

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                         15,321

　業務収入                     27,110,124

　　税収等収入                     18,571,864

　　国県等補助金収入                      7,065,000

　　使用料及び手数料収入                      1,222,238

　　その他の収入                        251,022

　臨時支出                        377,535

　　災害復旧事業費支出                          5,120

　　その他の支出                        372,415

　臨時収入                      1,864,253

業務活動収支                      4,226,938

【投資活動収支】

　投資活動支出                      6,038,940

　　公共施設等整備費支出                      1,744,573

　　基金積立金支出                      4,179,367

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                        115,000

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                      4,550,727

　　国県等補助金収入                        623,158

　　基金取崩収入                      3,638,193

　　貸付金元金回収収入                        115,000

　　資産売却収入                          1,749

　　その他の収入                        172,627

投資活動収支                    △1,488,213

【財務活動収支】

　財務活動支出                      3,438,855

　　地方債等償還支出                      3,438,855

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                      1,360,880

　　地方債等発行収入                      1,360,880

　　その他の収入                             －

財務活動収支                    △2,077,975

本年度資金収支額                        660,750

前年度末資金残高                      3,176,308

本年度末資金残高                      3,837,058

前年度末歳計外現金残高                        120,827

本年度歳計外現金増減額                       △68,762

本年度末歳計外現金残高                         52,065

本年度末現金預金残高                      3,889,123

全体資金収支計算書
自 令和5年04月01日

至 令和6年03月31日



注記

1 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産 取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの 再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格1円としています。　

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの 取得原価

取得原価が不明なもの 再調達原価

② 無形固定資産 原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的以外の有価証券

市場価格のないもの 取得原価

② 出資金

市場価格のないもの 出資金額

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 貯蔵品 移動平均法による原価法

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

ア 建物 6年～50年

イ 工作物 6年～60年

ウ 物品 2年～20年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） 定額法

③ リース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

ただし、取得価格が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格1円としていま
す。

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によって
います。）

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース
取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取
引を除きます。）



(5) 引当金の計上基準及び算定方法

① 投資損失引当金

② 徴収不能引当金

③ 退職手当引当金

④ 損失補償等引当金

⑤ 賞与等引当金

(6)  リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 全体資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

(8) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

退職手当債務から山梨県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額
から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、山梨県市
町村総合事務組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した
額を控除した額を計上しています。

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払
いを含んでいます。

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不
能見込額を計上しています。

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについ
て、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上して
います。

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全
化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上してい
ます。

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当
額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上していま
す。

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が
300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）



2 重要な会計方針の変更等

(1) 会計方針の変更 該当事項ありません。

(2) 表示方法の変更  該当事項ありません。

(3) 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当事項ありません。

3 重要な後発事象 該当事項ありません。

4 偶発債務  該当事項ありません。

5 追加情報

(1) 連結対象団体（会計）

連結の方法は次のとおりです。

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(2) 出納整理期間

(3) 表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア 範囲

イ 内訳

普通財産かつ売却可能な資産

売却可能資産はありません。

全部連結 -

介護保険特別会計 特別会計 全部連結 -

活性化事業特別会計(温泉) 特別会計 全部連結 -

居宅介護予防支援事業特別会計 特別会計 全部連結 -

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

浄化槽事業特別会計

簡易水道事業会計

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）において
は、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計
数としています。

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 -

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 -

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結

区分 連結の方法 比例連結割合団体（会計）名

特別会計 全部連結 -

特別会計 全部連結 -

交通・火災災害共済事業特別会計 -全部連結特別会計

-

特別会計 全部連結 -

地方公営企業会計



附属明細書

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却
累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残
高

（D)－（E)
（Ｈ)

 事業用資産 60,390,995 137,157 - 60,528,152 32,586,605 1,027,575 27,941,547

土地 13,861,649 - - 13,861,649 - - 13,861,649

立木竹 - - - - - - -

建物 44,645,064 77,275 - 44,722,339 31,815,112 945,162 12,907,227

工作物 1,884,282 50,382 - 1,934,664 771,493 82,413 1,163,172

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - 9,500 - 9,500 - - 9,500

 インフラ資産 100,446,085 2,666,086 1,475,630 101,636,541 48,796,959 1,983,904 52,839,582

土地 2,907,488 832,852 - 3,740,340 - - 3,740,340

建物 957,599 - - 957,599 425,573 28,714 532,026

工作物 94,853,345 1,724,971 61,444 96,516,872 48,371,386 1,955,190 48,145,485

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 1,727,653 108,263 1,414,186 421,730 - - 421,730

 物品 3,461,974 381,355 97,236 3,746,093 2,478,576 129,461 1,267,517

164,299,054 3,184,598 1,572,866 165,910,786 83,862,140 3,140,941 82,048,646

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

区分

合計


